総務編（財団法人ハイウェイ交流センター組織規程）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

総務編（財団法人ハイウェイ交流センター組織規程）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


大垣市介護予防・日常生活支援総合事業に係る住民主体サービス事業補助金交付要綱
　（趣旨）

第１条　この要綱は、高齢者等が住み慣れた地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援するため、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条の４５第１項第１号に規定する第１号訪問事業及び第１号通所事業のうち住民主体によるサービスを行う団体に対し、補助金を交付することについて、大垣市補助金等交付規則（昭和４６年規則第２１号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（定義）

第２条　この要綱において使用する用語は、法、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「施行規則」という。）及び介護予防・日常生活支援総合事業のガイドラインについて（平成２７年老発０６０５第５号厚生労働省老健局長通知）において使用する用語の例による。

（補助対象団体）

第３条　補助金の交付を申請することができる者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。
⑴　大垣市内において住民主体によるサービスを実施する社会福祉法人、地縁団体、特定非営利活動法人、ボランティア団体、その他公共の利益を目的とした団体であること。
⑵　別表第１に定める基準を満たすこと。
⑶　施行規則第１４０条の６２の３第２項の基準を満たすこと。

⑷　政治活動、宗教活動、営利事業若しくはこれに類似する事業又は公序良俗に反する活動を行う団体でないこと。

（補助対象事業等）

第４条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、別表第２に定めるとおりとする。
２　補助事業の提供を受けることができる者は、施行規則第１４０条の６２の４に規定する厚生労働大臣が定める基準に該当する被保険者（以下「事業対象者等」という。）とする。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、事業対象者等に含めないものとする。
⑴　別表第２に定める住民主体による訪問型サービスにあっては、介護予防訪問介護相当のサービス又は緩和した基準による訪問型サービスの利用者
⑵　別表第２に定める住民主体による通所型サービスにあっては、介護予防通所介護相当のサービス又は緩和した基準による通所型サービスの利用者
（補助対象経費）

第５条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業の実施に要する経費であって別表第３に定めるものとする。ただし、補助事業の実施により、利用者負担金その他の収入がある場合には、当該収入額を控除した額を補助対象経費とする。
（補助金の額）

第６条　補助金の額は、前条の補助対象経費の総額に１０分の１０を乗じて得た額とし、補助金の限度額は別表第４に定めるとおりとする。
２　補助事業の実施期間が１年に満たないときは、前項で定める額を１２で除した額に実施月数を乗じて得た額を補助金の額とする。

３　前２項の場合において、補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。

（交付の申請）

第７条　補助金の交付の申請をしようとする者は、大垣市介護予防・日常生活支援総合事業に係る住民主体サービス事業補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

⑴　事業計画書（第１号様式の２）
⑵　収支予算書（第１号様式の３）
⑶　誓約書（第１号様式の４）
⑷　その他市長が必要と認める書類

（交付の決定）

第８条　市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、予算の範囲内において交付を決定する。

（交付の条件）

第９条　市長は、前条の決定において、必要と認めたときは、当該決定に条件を付することができる。

（決定の通知）

第１０条　市長は、第８条の決定をしたときは、速やかにその決定の内容及びこれに条件を付したときはその条件を、大垣市介護予防・日常生活支援総合事業に係る住民主体サービス事業補助金交付決定通知書（第２号様式）により、第７条の申請をした者に通知するものとする。

（申請の取下げ）

第１１条　第８条の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、前条の規定による通知を受けた場合において、当該通知に係る補助金の交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、申請の取下げをすることができる。

２　前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る第８条の決定は、なかったものとみなす。

（実績の報告）

第１２条　補助事業者は、補助事業が完了したときは、速やかに大垣市介護予防・日常生活支援総合事業に係る住民主体サービス事業補助金実績報告書（第３号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

　⑴　事業報告書（第３号様式の２）
　⑵　収支決算書（第３号様式の３）
　⑶　その他市長が必要と認める書類
（額の確定等）

第１３条　市長は、前条の報告があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、補助金の交付額を確定し、大垣市介護予防・日常生活支援総合事業に係る住民主体サービス事業補助金確定通知書（第４号様式）により、補助事業者に通知するものとする。

（補助金の交付）

第１４条　補助金の交付は、前条の規定により補助金の額を確定した後に行うものとする。ただし、市長が必要と認めたときは、補助事業の完了前に補助金の全部又は一部を交付することができる。

２　補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、大垣市介護予防・日常生活支援総合事業に係る住民主体サービス事業補助金交付請求書（第５号様式）を市長に提出しなければならない。
（その他）

第１５条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項は、別に定める。

附　則

この要綱は、平成２９年６月１日から施行する。

別表第１（第３条関係）
	サービスの種別
	対　　象　　基　　準

	住民主体による

訪問型サービス
	⑴ サービスの提供に足りる従事者を必要数確保すること。
⑵ 事業の運営に必要な広さを有する区画及び設備、備品等を備えること。

	住民主体による

通所型サービス
	⑴ サービスの提供に足りる従事者を必要数確保すること。
⑵ サービスを提供するために必要な空間を備えること。
⑶ 施設利用者の安全等を考慮し、移動、動作に負担がかからない設備・備品等を備えること。


別表第２（第４条関係）　　
	サービスの種別
	事　　業　　内　　容

	住民主体による

訪問型サービス
	身体介護が不要で、精神的にも専門職の支援を必要としない人に対して、地域住民の助け合いにより、掃除、洗濯、買い物等の日常生活の支援を行う。

	住民主体による

通所型サービス
	利用者の介護予防につながる事業を提供できる次の各号のいずれかに該当するもの。
⑴ 地域住民主体の活動であり、利用者同士のコミュニケーションを図り、高齢者の仲間づくりを促進できる空間を提供する。
⑵ 認知機能の低下を予防する。
⑶ 身体の機能の維持・向上を図る。


　備考
　事業対象者等が１月につき５人以上であること。
別表第３（第５条関係）
	対象経費
	内　　　　　　　　　容

	報　償　費
	講師謝礼等

	研　修　費
	研修に要する旅費、受講料

	需　用　費
	消耗品費、印刷製本費、修繕費、光熱水費等

	役　務　費
	郵便料、保険料、手数料、通信運搬費

	使用料及び賃借料
	家賃、自動車借上料、会場使用料等

	備品購入費
	椅子、机など単価５万円以内の備品（高齢者の動作に負担のかからないもの）


　備考
上記の経費に、事業対象者等以外の者に対するサービス提供に要する経費が含まれる場合には、実利用者数の按分等により補助対象経費を算出すること。
別表第４（第６条関係）
	サービスの種別
	限　度　額

	住民主体による

訪問型サービス
	事業対象者等の１月当たり実利用者数の年間平均（以下「平均利用者数」という。）が、10人以下の場合
	120,000円

	
	平均利用者数が、10人超の場合
	120,000円に平均利用者数が10人を超える人数に5,000円を乗じて得た額を加算した額で、200,000円を超えない額

	住民主体による

通所型サービス
	サービスの提供日数が１月当たり　20日以上
	480,000円

	
	サービスの提供日数が１月当たり　２日以上20日未満
	48,000円


第１号様式（第７条関係）
　　年　　月　　日　
　大垣市長　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　申請者　　　団　体　名　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞

連　絡　先
大垣市介護予防・日常生活支援総合事業に係る

住民主体サービス事業補助金交付申請書
　　大垣市介護予防・日常生活支援総合事業に係る住民主体サービス事業補助金交付要綱第７条の規定により、次のとおり申請します。
　　１　サービスの種別　　　

　　２　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　円

　　３　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　円

　　４　補助事業の目的

　　５　添付資料
　　　　⑴ 事業計画書（第１号様式の２）
　　　　⑵ 収支予算書（第１号様式の３）
　　　　⑶ 誓約書（第１号様式の４）
　　　　⑷ その他市長が必要と認める書類

第１号様式の２（第７条関係）
事　　業　　計　　画　　書
１．事業の概要等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	団体名
	

	実施(予定)時間等
	事業期間：　　 年　　 月　　 日 ～　　年 　　月 　　日

実施時間：　　 時 ～ 　　時（週　　 回）

	利用者数見込み
	月平均　　実　　　人

	従事者数
	１回あたり　　　　　　人

	利用者負担
	□あり（内容　　　　　　　　　　　　　　　）
□なし


２．実施計画
	実施月
	実　　施　　内　　容

	４月
	

	５月
	

	６月
	

	７月
	

	８月
	

	９月
	

	１０月
	

	１１月
	

	１２月
	

	１月
	

	２月
	

	３月
	


第１号様式の３（第７条関係）
収　　支　　予　　算　　書
【団体名　　　　　　　　　　　　　　】

１．収入
	項　　目
	予 算 額（円）
	内　　　訳

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	


２．支出
	区分
	項　　目
	予 算 額（円）
	内　　　訳

	補助対象経費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	小　　計
	
	

	補助対象外経費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	小　　計
	
	

	合　　計
	
	


第１号様式の４（第７条関係）
誓　　　　約　　　　書
　　年　　月　　日　
大垣市長　　　　　　　様
所在地

団体名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　㊞
大垣市介護予防・日常生活支援総合事業に係る住民主体サービス事業補助金交付要綱第７条の規定により、次のとおり誓約します。
また、必要に応じて、補助対象要件の確認及び調査をすることについて同意します。
補助対象団体要件について
⑴ 大垣市内において住民主体によるサービスを実施する社会福祉法人、地縁団体、
特定非営利活動法人、ボランティア団体、その他公共の利益を目的とした団体です。
⑵ 自主的かつ安全に介護予防・生活支援サービス事業を運営します。
⑶ 政治活動、宗教活動、営利事業等を目的とした団体ではありません。
⑷ 市税等の滞納はありません。
⑸ 暴力団又は暴力団員の統制下にありません。
⑹ 法令及び公序良俗に反する活動を行いません。
第２号様式（第１０条関係）

第　　　号
　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大垣市長　　　　　　　　㊞
大垣市介護予防・日常生活支援総合事業に係る

住民主体サービス事業補助金交付決定通知書
　　　　　年　　月　　日付けで交付申請のあった補助金の交付について、次のとおり決定したので、大垣市介護予防・日常生活支援総合事業に係る住民主体サービス事業補助金交付要綱第１０条の規定により通知します。
　１　サービスの種別
　２　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　円

　３　交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　円

　４　附帯条件
第３号様式（第１２条関係）

　　年　　月　　日　
　大垣市長　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　申請者　　　団　体　名　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
大垣市介護予防・日常生活支援総合事業に係る

住民主体サービス事業補助金実績報告書
　　　　　年　　月　　日付け補助金交付決定通知に係る補助事業が完了したので、大垣市介護予防・日常生活支援総合事業に係る住民主体サービス事業補助金交付要綱第１２条の規定により、次のとおり報告します。
　１　サービスの種別
　２　補助事業に要する経費　　　　　　　　円

　３　交付決定額　　　　　　　　　　　　　円

　４　完了の年月日　　　　　　　　年　　月　　日

　５　添付資料

　　　⑴ 事業報告書（第３様式号の２）

　　　⑵ 収支決算書（第３号様式の３）

　　　⑶ その他市長が必要と認める書類

第３号様式の２（第１２条関係）

事　業　報　告　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月分
	団　体　名
	

	事業対象者等実人数
	

	利用者総数
	


	
	被保険者番号
	氏　名
	住　　　所

	１
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	14
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	16
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	17
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	18
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	19
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	20
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	21
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	22
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	23
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	24
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	25
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	26
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	27
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	28
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	29
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	30
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


第３号様式の３（第１２条関係）
収　　支　　決　　算　　書
【団体名　　　　　　　　　　　　　　】

１．収入
	項　　目
	決 算 額（円）
	内　　　訳

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	


２．支出
	区分
	項　　目
	決 算 額（円）
	内　　　訳

	補助対象経費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	小　　計
	
	

	補助対象外経費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	小　　計
	
	

	合　　計
	
	


第４号様式（第１３条関係）

第　　　号
　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大垣市長　　　　　　　　㊞
大垣市介護予防・日常生活支援総合事業に係る

住民主体サービス事業補助金確定通知書
　　　　年　　月　　日付けで交付申請のあった補助事業について、次のとおり補助金の額を確定したので、大垣市介護予防・日常生活支援総合事業に係る住民主体サービス事業補助金交付要綱第１３条の規定により通知します。
　１　サービスの種別
　２　補助事業に要する経費　　　　　　　円

　３　交付決定額　　　　　　　　　　　　円

　４　補助金確定額　　　　　　　　　　　円
第５号様式（第１４条関係）
　　年　　月　　日　
　大垣市長　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　申請者　　　団　体　名　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
大垣市介護予防・日常生活支援総合事業に係る

住民主体サービス事業補助金交付請求書

　　　　　年　　月　　日付けで交付決定通知を受けた補助金について、大垣市介護予防・日常生活支援総合事業に係る住民主体サービス事業補助金交付要綱第１４条第２項の規定により、次のとおり請求します。

１　サービスの種別
２　補助金確定額　　　　　　　　　　　　円

３　既交付額　　　　　　　　　　　　　　円

４　今回請求額　　　　　　　　　　　　　円

　５　振 込 先
	金融機関
	    

	
	口座種別
	１普通 ・ ２当座
	口座番号
	

	フリガナ
	

	口座名義
	


大垣市長　　　　　　　様
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